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用語について

(1) この調査では、労働組合を「単位組織組合」、「単一組織組合」及び「連合団体」の

３種類に区分している。

「単位組織組合」とは、組織が労働者の個人加入の形式を取り、支部等の下部組織

を全く持たない労働組合をいう。例えば、１企業１事業所の労働者だけで組織され

ている労働組合がそれである。

「単一組織組合」とは、組織が労働者の個人加入の形式を取り、その内部に支部等

の下部組織を持つ労働組合をいう。なお、単一組織組合の各組織段階のうち、最上

部組織を「本部」、独自の活動を行いうる最下部組織（例えば支部）を「単位扱組合」

という。

「連合団体」とは、組織が労働者の個人加入の形式を取らず、単位組織組合、単一

組織組合を１単位とした団体加盟の形式を取る労働組合をいう。

(2) 調査結果は、「単位組織組合」及び単一組織組合の最下部組織である「単位扱組合」

をそれぞれ１組合として集計した。

なお、独自の活動組織を持たない労働組合員（非独立組合員）は集計に含まれな

い。

単位組織組合 単一組織組合
(例えば1企業1組合)

（ ）は労働組合員数

・労働組合数＝Ｘ＋ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ

・労働組合員数＝(ｘ)＋(ａ)＋(ｂ)＋(ｃ)＋(ｄ)

Ｘ（ｘ） 非独立

組合員

[本部] Ａ

ａ（ａ） ｂ（ｂ） ｃ（ｃ） ｄ（ｄ）

[支部等単位扱組合]

非独立

組合員
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労働組合の概要

１ 労働組合組織状況 (概況)

令和５年6月30日現在における県内の労働組合数及び労働組合員数は1,133組合、283,023人で、

前年より、組合数は18組合減少し、組合員数は4,689人減少した。

男女別労働組合員数では、男性が189,576人（全体の67.0％）、女性が93,447人（同33.0％）で、前

年より、男性は3,206人減少し、女性は1,483人減少した。

なお、総務省統計局が実施する「経済センサス調査」と、静岡県知事直轄組織デジタル戦略局統計調

査課が実施する「毎月勤労統計調査」から推定した雇用者数を基礎として算出した推定組織率は16.5％

と、前年より0.5ポイント減少した。

表１－１ 年次別労働組合組織状況

注(1) 独自の労働組合としての活動をしていない組合は、調査対象に入っていない。
(2) 推定組織率算出方法

令和５年推定組織率
平成26年経済センサス雇用者数（県） （1,653,208人）……（Ａ）

令和5年推定雇用者数（県）＝ Ａ × Ｂ（千人未満切捨て）

(3) 推定雇用者数について
・＊印は、「経済センサス調査」による雇用者数
・印なしは、「経済センサス調査」（事業所・企業統計調査）と、「毎月勤労統計調査」から算出した推
定雇用者数

表１－２ 県民生活センター管内別組織状況 （ ）内は対前年増減数

年 次 組合数
組合員数

(人)

対前年増減 対前年比 推定雇用

者数

(千人)

推定

組織率

(%)
組合数

組合員数

(人)

組合数

(%)

組合員数

(%)

平成24 1,328 296,640 △1 △3,525 △0.1 △1.2 ＊1,515 19.6

25 1,314 290,590 △14 △6,050 △1.1 △2.0 1,505 19.3

26 1,298 289,801 △16 △789 △1.2 △0.3 ＊1,608 18.0

27 1,271 284,483 △27 △5,318 △2.1 △1.8 1,637 17.4

28 1,253 281,781 △18 △2,702 △1.4 △0.9 1,640 17.2

29 1,245 280,354 △8 △1,427 △0.6 △0.5 1,681 16.7

30 1,230 276,673 △15 △3,681 △1.2 △1.3 1,695 16.3

令和 元 1,223 284,755 △7 8,082 △0.6 2.8 1,710 16.7

2 1,201 291,239 △22 6,484 △1.8 2.2 1,706 17.1

3 1,177 291,736 △24 497 △2.0 0.2 1,715 17.0

4 1,151 287,712 △26 △4,024 △2.2 △1.4 1,695 17.0

5 1,133 283,023 △18 △4,689 △1.6 △1.6 1,713 16.5

伸び率＝
令和５年６月毎月勤労統計調査常用雇用指数(県) （102.4）

……（Ｂ）
平成26年６月毎月勤労統計調査常用雇用指数(県) （98.8）

推定組織率＝
令和５年労働組合員数

× 100
令和５年推定雇用者数

センター名 組 合 数
組 合 員 数 （人）

計 男 女

東部県民生活センター 363 (△9) 73,113 (△1,540) 50,329 (△1,236) 22,784 （△304)

中部県民生活センター 416 (△7) 87,965 (△1,638) 57,010 (△1,261) 30,955 (△377)

西部県民生活センター 354 (△2) 121,945 (△1,511) 82,237 (△709) 39,708 (△802)

合 計 1,133 (△18) 283,023 (△4,689) 189,576 (△3,206) 93,447 (△1,483)
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２ 適用法規別組織状況

適用法規別の組合数は、「労働組合法」適用組合が994組合（全体の87.7％）と最も多く、次いで「地

方公務員法」72組合（同6.4％）となった。

組合員数でも、「労働組合法」適用組合が244,163人（同86.3％）と最も多く、次いで「地方公務員

法」32,462人（同11.5％）、「地方公営企業等の労働関係に関する法律」5,082人（同1.8％）であった。

前年と比べて、最も減少したものは「労働組合法」適用組合の3,939人であった。

表２ 適用法規別組織状況

適 用 法 規 組合数
組合員数

(人)

対前年増減

構成比(%) 構成比(%) 組合数
組合員数

(人)

労 働 組 合 法 994 87.7 244,163 86.3 △17 △3,939

行政執行法人の労働関係に関する法律 1 0.1 305 0.1 0 1

地方公営企業等の労働関係に関する法律 33 2.9 5,082 1.8 0 △75

国 家 公 務 員 法 33 2.9 1.011 0.3 △1 △74

地 方 公 務 員 法 72 6.4 32,462 11.5 0 △602

合 計 1,133 100.0 283,023 100.0 △18 △4,689
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３ 産業別組織状況

産業別の組合数は、「製造業」が434組合（全体の38.3％）と最も多く、次いで「運輸業,郵便業」の

161組合（同14.2％）、「公務」の140組合（同12.4％）となった。

組合員数でも、「製造業」が135,407人（同47.8％）と最も多く、次いで「公務」の38,895人（同

13.7％）、「卸売業,小売業」の37,121人（同13.1％）となった。

前年と比べて、組合員数が最も増加したものは「建設業」の69人で、次いで「情報通信業」の33人

となった。一方、最も減少したものは「製造業」の1,182人で、次いで「公務」の740人となった。

表３ 産業別組織状況

注(1)「公務」は、行政執行法人の労働関係に関する法律、地方公営企業等の労働関係に関する法律、

国家公務員法、地方公務員法適用のものを集約した。

(2)日本標準産業分類に準じている。

産 業 組合数
組合員数

(人)

対前年増減

構成比
(%)

構成比
(%)

組合数
組合員数
(人)

農 業 , 林 業 , 漁 業 6 0.5 54 0.0 0 6

鉱業,採石業,砂利採取業 3 0.3 24 0.0 0 2

建 設 業 44 3.9 7,226 2.6 0 69

製 造 業 434 38.3 135,407 47.8 △3 △1,182

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業 30 2.6 5,495 1.9 △2 △86

情 報 通 信 業 14 1.2 1,720 0.6 1 33

運 輸 業 , 郵 便 業 161 14.2 17,945 6.3 △2 △442

卸 売 業 , 小 売 業 82 7.2 37,121 13.1 △2 △714

金 融 業 , 保 険 業 51 4.5 16,821 5.9 △3 △594

不動産業 ,物品賃貸業 2 0.2 156 0.1 0 1

学術研究,専門・技術サービス業 14 1.2 343 0.1 △1 △32

宿泊業,飲食サービス業 3 0.3 35 0.0 0 3

生活関連サービス業,娯楽業 12 1.1 538 0.2 0 △33

教 育 , 学 習 支 援 業 30 2.7 1,307 0.5 △1 5

医 療 , 福 祉 47 4.1 10,920 3.9 0 △348

複 合 サ ー ビ ス 事 業 23 2.0 5,855 2.1 △1 △471

サービス業（他に分類されないもの） 18 1.6 2,446 0.9 0 △63

公 務 140 12.4 38,895 13.7 △1 △740

分 類 不 能 の 産 業 19 1.7 715 0.3 △3 △103

合 計 1,133 100.0 283,023 100.0 △18 △4,689
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４ 企業規模別（民営企業）組織状況

民営企業の組合員数は244,128人と、前年より3,949人減少した。

企業規模別の組合数は、従業員数「300人以上」の企業が553組合（全体の55.7％）、「299人以下」

の企業が379組合（同38.1％）と、「300人以上」の企業が全体の半分を占めている。前年と比べて、

「300人以上」の企業は14組合減少し、「299人以下」の企業は前年と同じであった。

組合員数でも、「300人以上」の企業が205,197人（同84.1％）、「299人以下」の企業が21,776人

（同8.9％）と、「300人以上」の企業が全体の8割を占めている。

詳細に見ると、「5,000人以上」の企業が97,312人で最も多く、全体の39.9％を占めている。次い

で、「1,000～4,999人」の67,153人（同27.5％）、「500～999人」の27,075人（同11.1％）、「その

他」の17,155人（同7.0％）、「100～299人」の16,679人（同6.8％）、となった。

前年と比べて、組合員数が最も増加したものは「30～99人」の企業の215人で、一方、最も減少し

たものは「5,000人以上」の企業の1,980人となった。

表４ 企業規模別（民営企業）組織状況

注：「その他」には、複数企業の労働者で組織されている組合及び規模不明の組合が含まれる。

５ パートタイム労働者組織状況

パートタイム労働者の労働組合員数は23,744人で、前年より1,125人増加した。

全組合員数（283,023人）に占める割合は8.4％で、前年より0.5ポイント増加した。

また、女性は19,599人と、パートタイム労働組合員数の82.5％を占めている。

表５ パートタイム労働者組織状況

企 業 規 模 組 合 数
組合員数

（人)

対前年増減

構成比(%) 構成比(%) 組合数
組合員数

（人）

5,000人以上 188 18.9 97,312 39.9 △10 △1,980

1,000～4,999人 191 19.2 67,153 27.5 0 △27

500～ 999人 97 9.8 27,075 11.1 △3 △1,192

300～ 499人 77 7.8 13,657 5.6 △1 △302

300人以上 計 553 55.7 205,197 84.1 △14 △3,501

100～ 299人 181 18.2 16,679 6.8 △4 △706

30～ 99人 165 16.6 4,826 2.0 5 215

29人以下 33 3.3 271 0.1 △1 △34

299人以下 計 379 38.1 21,776 8.9 0 △525

そ の 他 61 6.2 17,155 7.0 △3 77

合 計 993 100.0 244,128 100.0 △17 △3,949

年次
パートタイム労働組合員数(人)

対前年増減(人)
全組合員数に

占める割合(％)うち女性(人)

平成30 14,809 11,168 482 5.4

令和元 17,229 13,793 2,420 6.1

2 21,890 17,340 4,661 7.5

3 24,394 20,001 2,504 8.4

4 22,619 18,688 △1,775 7.9

5 23,744 19,599 1,125 8.4
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６ 主要労働団体別組織状況

（１）全国主要労働団体別組織状況

連合に加盟している組合は639組合（全体の56.4％）、215,699人（同76.2％）と最も多く、次いで全

労連加盟の106組合（同9.4％）、14,517人（同5.1％）、全労協加盟の13組合（同1.1％）、441人（同

0.2％）の順となった。

前年と比べて、連合は2,879人減少、全労連は502人減少、全労協は40人減少した。

表６－１ 適用法規別・企業規模別・全国主要労働団体別組織状況

注：複数の労働団体に加盟している組合も含まれているため、合計数は全組合数・組合員数と一致しない。

構成比は小数点第2位を四捨五入しているため必ずしも合計が100にはならない。

（２）県内主要労働団体別組織状況

県内主要２労働団体に加盟している組合員数は、連合静岡が200,250人、静岡県評が13,751人とな

った。

前年と比べて、連合静岡は3,008人減少し、静岡県評は503人減少した。

表６－２ 主要労働団体別組織状況 (単位：人)

注：複数の労働団体に加盟している組合も含まれているため、合計数は全組合数・組合員数と一致しない。

構成比は小数点第2位を四捨五入しているため必ずしも合計が100にはならない。

区 分

連 合 全 労 連 全 労 協 無加盟・その他 計

組合

数

組合員 組合

数

組合員 組合

数

組合員 組 合

数

組合員 組 合

数

組合員

数(人) 数(人) 数(人) 数(人) 数(人)

労組法適用 563 188,016 58 5,785 12 389 361 50,083 994 244,273

5,000人以上 164 92,162 8 829 8 223 9 4,243 189 97,457

1,000～4,999人 126 53,097 9 3,043 1 24 55 10,989 191 67,153

500～ 999人 59 17,864 3 517 0 0 35 8,694 97 27,075

300～ 499人 47 9,242 3 162 0 0 27 4,253 77 13,657

100～ 299人 91 9,376 6 439 0 0 84 6,864 181 16,679

30～ 99人 53 1,839 14 230 0 0 98 2,757 165 4,826

29人以下 4 36 5 28 1 24 23 183 33 271

その他 19 4,400 10 537 2 118 30 12,100 61 17,155

行執法適用 1 305 0 0 0 0 0 0 1 305

地公労法適用 13 1,777 15 2,487 0 0 5 818 33 5,082

国公法適用 19 602 14 409 0 0 0 0 33 1,011

地公法適用 43 24,999 19 5,836 1 52 9 1,575 72 32,462

合 計 639 215,699 106 14,517 13 441 375 52,476 1,133 283,133

構 成 比（%） 56.4 76.2 9.4 5.1 1.1 0.2 33.1 18.5 100.0 100.0

対前年増減 △14 △2,879 △5 △502 △2 △40 3 △1,283 △18 △4,704

全国上部
県内上部 構成比

（％）

対前年

増減連合静岡 静岡県評 無加盟 計

連 合 198,874 0 16,825 215,699 76.2 △2,879

全労連 0 12,818 1,734 14,552 5.1 △492

全労協 0 243 198 441 0.2 △40

無加盟･その他 1,376 690 50,410 52,476 18.5 △1,283

計 200,250 13,751 69,167 283,168 100.0 △4,694

対前年増減 △3,008 △503 △1,183 △4,694

構成比（％） 70.7 4.9 24.4 100.0
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